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     （＊以上連絡窓口として日本私大教連書記局の住所等を記載） 

（団体の場合は執筆者名） 

＊両団体の執行委員会で共同執筆 

  （代表）日本私立大学教職員組合連合中央執行委員長 早川 弘道 

      全国大学高専教職員組合中央執行委員長 大西 広 

  （担当）日本私大教連書記次長 三宅 祥隆 

 

 

１．条約関連条項：第１３条２項（ｃ） 

政府報告書関連パラ番号： 

 

２．見出し 「高等教育への漸進的無償化」条項への留保に関する意見 

 

３．内容 

 

１．私たちは、高等教育への｢無償教育の漸進的導入｣を謳った「経済的、社会的およ

び文化的権利に関する国際規約」（以下、「社会権規約」と略す）第１３条２項（ｃ）に対

する留保について、その解除に向けた真摯な検討を行ない、第 3 回政府報告では留

保を撤回することを明記すべきであると考える。 

 

２．日本政府はこの間、奨学金制度や授業料減免措置などによって高等教育を受け

る権利と機会はかなりの程度実現しているという理由で、留保を解除する必要がない

ことを主張している。しかしこの理由が成り立たないことは明白である。日本の大学の

学費は国公私立を問わず、戦後６０年間一貫して高騰を続けており、世界でも突出し

て異常な高学費となっている。また奨学金についても、欧米諸国のほとんどが返済義

務のない「給費制」を整備しているのに対し日本の奨学金はすべて「貸与制」であり、
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極めて重い学費負担を先送りするに過ぎないものである。本質的な負担軽減に資す

るものではない。 

家計の学費負担が限界に達していることは種々の調査で指摘されているところで

ある。しかし政府は負担を軽減するための有効な施策を何らとっていないのであり、

機会均等がかなりの程度実現しているどころか、憲法・教育基本法にも反する経済格

差による教育上の差別は現に放置されたままである。 

 

４．そもそも、日本の高等教育予算のＧＤＰに占める割合は、ＯＥＣＤ平均の半分以下

のわずか０．５％と同加盟国の中で最低位に属している。そのため、高等教育におけ

る家計の自己負担率が世界的にもきわめて高く、家計の経済的格差によって教育を

受ける権利が阻害されているばかりでなく、高等教育機関における教育・研究の遂行

にさまざまな障害をもたらしている。 

にもかかわらず政府は、こうした問題を改善するどころか、状況をより深刻化させる

政策を進めている。国立大学運営費交付金については、２００４年度より毎年１％の

効率化係数及び経営改善係数２％が加えられ、毎年削減される状況におかれている。

また私大等経常費補助については、一般補助の抑制・削減により経常費補助率は約

１２％という低水準に留められ、さらに０７年度予算からは毎年約１％削減される方針

が採られた。奨学金についても、事業規模が拡大されてきたとはいえ、そのほとんど

は有利子奨学金の拡大によるものであり、せめて無利子でという国民の強い要望や、

無利子を中心に拡充することを求めた国会附帯決議を踏みにじるものである。政府

は、今後さらに高等教育への予算の競争的配分、重点配分を強める方針を打ち出し

ている。「経済的、社会的および文化的権利に関する委員会の最終見解」が出された

２００１年に比しても、状況はさらに悪化している。 

 

５．１９７９年の社会権規約批准当時、園田外務大臣は国会において、国として留保

を解除する方向に努力する責任があることを表明した。その際の衆参外務委員会で

はそれぞれ、留保に関して「将来の諸般の動向をみて検討すること」を明記した決議

が全会派一致で採択された。その後も３つの法案に関する国会附帯決議において、

「諸般の動向をみて留保の解除を検討すること」が衆参でそれぞれ採択されている。 

しかし、批准から今日に至る 30 年弱の間、政府、とりわけ責任省庁である文部省・文

部科学省がこの問題をまともに検討した痕跡はまったく見当たらない。政府は社会権

規約委員会に対して、留保を維持する必要性として「非進学者との負担の公平」や

「私立大学の割合が大きいこと」を回答しているが、これらは国民に開かれた然るべ

き公の場所で、国民各層、教育関係者、研究者などの意見を踏まえて慎重に検討さ

れて出された結論ではない。これらは当然、国民的に合意されたものでもない。 

80 年代以降、政府は国会の要請にも、国連からの勧告にも背を向け、検討の俎上



に載せることさえ避けてきたのである。今回の第３回政府報告についても、提出期限

の２００６年６月からすでに１年以上経過して、ようやく１回目の意見交換会が開かれ

る状況である。日本政府がこの問題を軽視あるいは無視していることは明らかであ

る。 

 

６．これまで私たちは政府・文部科学省に対し、高等教育予算をＯＥＣＤ平均レベルに

増額すること、学費負担を軽減し、学費の値上げを抑制し逓減するための諸施策を

実施すること、それらを担保するために社会権規約の高等教育無償化条項に対する

留保の解除を繰り返し求めてきた。しかし政策は、私たちの要望と逆行する方向へと

進んでいる。今回の政府報告作成にあたり、高等教育を受ける権利と機会均等につ

いて、大学関係者および広範な国民・市民の声を聴き取り、十分な検討を重ねること

を要望する。そして、検討された内容、資料はすべて公表し、国民に対する説明責任

を全うすることを要望する。 

 

以上 


